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1

先生、お忙しいところ、お時間をとっていただきありがとうございます。

　今日は、当行の取引先であるＡ社の決算書や法人税申告書をもとに、決算書や法人税申

告書が粉飾されていないかを見抜く着眼点を教えていただきたいと思って、先生にお時間

をとってもらいました。

相変わらず、イチロー君は勉強熱心だね。どれどれ、決算書と申告書を見せてください。

（Ａ社の決算書と申告書を眺めてすぐに）

直感ですが、間違いなくこの会社はかなり粉飾をしていますよ。

えー！　本当ですか？　先生、どこを見て、その直感になったのですか？

この会社の決算書や申告書には、粉飾の痕跡がたくさん残っていますから、順番に説明し

ましょう。ところで、イチロー君、会社は何のために粉飾をすると思いますか？

イチロー

イチロー

「決算書」と「法人税申告書」で粉飾決算を見破れ！！

粉飾決算しているかも･･････。

　さわやか銀行の融資担当者であるイチローは、担当先であるＡＢＣ卸販売株式会社（以下

「Ａ社」という）の経理部長から運転資金を融資してほしい旨の依頼を受けた。コロナ禍の影響

もあり、なかなか融資額が増加しない厳しい環境の下で、ありがたい話ではあるが、売上高は

やや低下傾向にあるものの黒字であるＡ社の運転資金がショートするのはどうも納得がいかな

いし、腑に落ちない。

　「ひょっとすると粉飾決算をしているかもしれない！？」

と、直感したイチローは、Ａ社から入手している決算書をあらためて見直すことにした。また、

Ａ社からは決算書以外に「法人税申告書」も入手している。これを適切に読むことができれば、

粉飾を見破ることができると聞いている。しかし、決算書はどうにか読めるものの「法人税申

告書」は正直に言うと自信がない……。

　そこで、イチローは、さわやか銀行の顧問である税理士法人のＫ先生を訪問し、アドバイス

を受けることにした。Ｋ先生と銀行とは守秘義務契約を交わしているうえ、既に何回か税務相

談を持ち込んでいてお互いに信頼関係も構築されているので、Ａ社から入手した決算書と申告

書をＫ先生に提示し、指導を受けることにした。

　Ａ社の決算書は、157～162頁に掲載しています。

　「法人税申告書」の金額と照合させながら、読み進んで

いき、Ａ社の粉飾を見破ってください。

　なお、解説中の★印（★１、★２…）の付いた用語は、

各項目末の「用語の解説」において掲載しています。
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法
人
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申
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別
表
１

税務署受付印

　法人税申告書を税務署に提出したときは、申告書が提出済みであるという証明として

会社側の控えに「税務署受付印」を税務署に捺印してもらいます。この捺印があれば、

その法人税申告書は税務署に提出した申告書と同じであるという証しになります。

　ただし、電子申告をした場合には受付印はありませんが、代わりに税務署から電子申

告を受け付けたという「メール詳細」（または、電子申告終了報告書）があります。この

メール詳細には、受付番号・受付時間・所得金額・確定法人税額が記載されていますので、

このメール詳細を入手することによって法人税申告書とチェックすることが可能です。

（平成30年度の税制改正により、令和２年４月１日以後開始する事業年度より大法人については、電子申告が義務化さ
れました）

事業年度の期間と申告書の種類

　この申告書の対象期間と、この申告書が「確定申告書★2」であるのか「中間申告書★2」

であるのか、あるいは、「修正申告書★3」であるのかがわかります。

税理士法第30条・33条の2の書面提出

　法人税申告書に次の書面が添付されているか否かを明らかにするものです。

　①税理士法第30条の書面とは「税務代理権限証書」のことで、いわば納税者から税理

士に対する委任状に相当するものです。また、②税理士法第33条の２の書面とは税務書

類の作成における税理士の関与や審査状況が記載された書類のことで、税理士からみて

申告内容に自信がある場合に添付されるのが一般的です。そのため、この書面の添付が

あれば、信頼度が高い申告書であると考えてもよいでしょう。

所得金額又は欠損金額（１欄）

　この期の所得金額または欠損金額を示します。『別表４』（30頁参照）で計算された数

字（『別表４』の48①欄に記載されている金額）が転記されたものです。この所得金額

を基礎に法人税額の計算が行われます。

法人税額（２欄）

　この期の所得金額に対する法人税額は、『別表１』の２欄に記載されますが、その具体

的な計算は『別表１次葉』で行われます。

別表1の重要項目とその解説
PICK UP
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5
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重要ポイント! 法人税申告書 別表4
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当期利益又は当期欠損の額（１欄）

　『別表４』の「当期利益又は当期欠損の額」は、株主総会で承認（確定決算という）さ

れた損益計算書の末尾の当期純利益または当期純損失が記載されます。

　さらに、この「当期利益又は当期欠損の額」は、貸借対照表の純資産額に内部留保と

して蓄積される留保★1と内部留保とならない社外流出★1に分けられます。

加算小計（11欄）

　企業会計では費用や損失として処理したが、税務上は損金と認められないものを当期

純利益にプラス（申告加算という）したものの合計額が記載されます。この『別表４』

では、費用に計上した法人税や交際費などが税務上損金とはならないものとして申告加

算されています。

　この申告加算した項目も、貸借対照表の純資産額に影響するかどうかによって留保と

なるものと社外流出となるものに分けられます。

減算小計（22欄）

　企業会計では収益として処理したが、税務上は益金とは認められないものなどを当期

純利益からマイナス（申告減算という）したものの合計額が記載されます。この『別表

４』では、企業会計において投資有価証券譲渡益（損益計算書では雑収入に含む）とし

て収益に計上したもののグループ法人税制★2の適用により税務上は益金に算入されない

有価証券譲渡益や、受取配当等の益金不算入額が申告減算されています。

　なお、申告書を提出したときに損金に算入される事業税等が納税充当金（未払法人税

等のことを税務では納税充当金という）を取崩して支払われたため、損金に算入する目

的で申告減算したものが「納税充当金から支出した事業税等の金額」です。

　このように申告減算した項目も留保と社外流出に分けられます。

別表4の重要項目とその解説
PICK UP
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2
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3
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重要ポイント! 法人税申告書 別表16（1）
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